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地方創生を力強く進める前提としての基盤整備について 

 

我が国が、少子化と人口減少を克服し、持続的な発展を遂げるためには、「人

口急減・超高齢化」への流れを変えるための改革、とりわけ東京への一極集中

傾向に歯止めをかけるとともに、子育て支援の強化・充実や女性の活躍促進な

どの総合的な政策推進が必要である。 

また、地方において、「人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小

が人口減少を加速させる」という負のスパイラルに陥るリスクを回避するに

は、国の地方創生の動きに呼応して、観光による地域産業の振興や企業の地方

移転を推進し、雇用の場を確保するなど、地方への新しいひとの流れをつくる

ことが必要である。 

このためには、歴史・文化や自然、温泉、食などの豊かな観光資源等、中国

地方の多様な地域資源を有効に活用した観光交流人口の拡大や安心して暮ら

せる地域づくりなど、地方創生を進め生産性向上に資するためのインフラの

整備と機能強化、その前提となる安全性の確保及び地域間ネットワークの構

築が不可欠である。 

加えて、平成 30年７月豪雨や令和３年７月・８月豪雨等では、中国地方の

多くのインフラが被害を受け、観光、企業活動、住民生活に多大な影響を与え

たため、強靱化や更なる基盤整備の促進の必要性を痛感させられたところで

ある。 

また、新型コロナウイルス感染症のまん延に伴い、深刻な影響を受けている

地域経済の回復には、観光振興をはじめとした経済活動の活性化が必要であ

り、交通基盤は社会経済活動の土台となることから、より一層の整備促進が求

められる。 

さらに、コロナ後の新しい資本主義の実現を果たしていくためには、地方か

らデジタルの実装を推進する、デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取

組が重要である。 

ついては、地方創生を力強く進める前提となる基盤整備を推進するため、次

の項目について、一層の取組を強く要望する。 

 

 

１ 高規格道路ネットワーク等の早期整備 

 

（１）国の骨格を形成する高規格道路は、経済社会の発展に不可欠な「地方 

創生の道」であり、現に、ここ数年の間に開通した高規格道路の沿線では、
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企業進出や観光客数の増加、県境をまたいだ行政、経済界の連携など、新

たな動きが生まれるなどの効果が現れている。 

しかしながら、日本海国土軸の一部を構成する山陰道・山陰近畿自動車

道については、供用済区間が未だ半分程度に留まり、また、多くの未事業

化区間があるなど、依然として高規格道路ネットワークのミッシングリ

ンクが多数存在している。このため、企業誘致や市場の拡大、観光の振興

等、県境をまたいだ経済交流や連携を図る上でも大きなハンディキャッ

プとなっている。また、平成 30年７月豪雨においては、中国縦貫自動車

道及び山陰道が、通行止めとなった山陽自動車道を補完し、広域交通の機

能を確保するなど、ネットワークの効果を発揮する役割を担ったところ

であるが、山陰道のミッシングリンク区間では、一般道の大渋滞が発生す

るなど交通の混乱が見られたことから、事前に高規格道路のミッシング

リンクが解消されていれば、より円滑な広域交通の確保が可能であった

と考えられる。 

ついては、国において、高規格道路ネットワークのミッシングリンクの

解消に向け、山陰道・山陰近畿自動車道等の事業中区間のより一層の整備

促進と、米子・境港間の高規格道路を含む未事業化区間の早期事業化を図

ること。 

また、高規格道路が本来有するべき安全性や定時性の確保とともに大

規模災害時など防災上の観点から、暫定２車線区間の４車線化等を早期

に実施すること。特に、令和元年９月に公表された「高速道路における安

全・安心基本計画」において４車線化の「優先整備区間」とされた山陰自

動車道、尾道松江線、広島浜田線などのうち、未事業化区間については財

源を確保した上で、早期に事業化すること。 

さらに、現在整備中の付加車線の早期完成を図るとともに、既に４車線

化等が事業化されている区間についても早期整備を図ること。 

なお、４車線化等が行われるまでの間、安全・安心の確保を図るための

緊急対策として、有効な対策を長大橋、トンネル区間においても早期に講

ずること。 

 

（２）主要な国道・地方道は、高規格道路ネットワークと一体となり、渋滞  

の解消や、地域の交流・連携の強化を図り、物流の活性化や交流人口の拡

大、広域的な交通拠点である空港・港湾等へのアクセス性の向上に資する

ほか、大規模災害時に緊急輸送道路や迂回路の役割も担うため、その整備

促進を図ること。 
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また、重要物流道路及びその代替・補完路の整備について、補助事業等

による重点支援を行うこと。  

 

 

２ 高速道路の利用促進 

 

鉄道や航空路線などの高速交通網の整備の遅れている地域にとっては、

既存の高速道路の利活用は都市とのネットワーク化に与える影響も大きい。 

  このため、国際競争力の強化や地域活性化の観点からも円滑な物流の確

保や交流人口の拡大による産業・観光の振興を図るため、スマートインター

チェンジの整備や割引制度の拡充など、高速道路の利用を促進する施策を

講ずること。 

なお、利用促進施策の実施に当たっては、今後の高速道路整備や維持更新

に支障を及ぼすことのないよう必要な財源を確保すること。 

また、フェリー等の公共交通機関に影響を及ぼすおそれがある場合は、十

分な対策を講ずること。 

 

 

３ 道路整備予算の確保 

 

   近年の激甚化・頻発化する災害や急速に進むインフラの老朽化等に対応

すべく、高規格道路ネットワークのミッシングリンクの解消や予防保全に

よる老朽化対策等に取り組み、防災・減災・国土強靱化の加速化・深化を図

る必要があることから、道路の整備・管理に長期安定的に取り組むための道

路予算の総額を確保し、整備が遅れている地方に重点配分すること。 

特に、東京一極集中の是正による多核連携型の国づくりや安定した物流

確保に対応し、ポストコロナ社会の「新たな日常」を支えるインフラとして

必要不可欠な高規格道路ネットワーク等について、新たな財源の創設など

により早期整備を図ること。 

 

 

４ 高速鉄道網の整備 

 

災害に強い国土づくりを進めるとともに、鉄道機能をより発揮するため、

北陸新幹線の今後の整備の進捗などもにらみ、山陰における新幹線も含む
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高速鉄道網の整備に向け、調査のための予算措置など具体的な取組を推進

するとともに、並行在来線の取扱いを含めた地方負担のあり方を見直すこ

と。 

また、地方鉄道の活性化のため、高速化・快適化に向けた国の財政支援制

度の拡充を行うこと。 

 

 

５ 生活交通の維持・確保 

 

（１）近年、人口減少等に伴いバス、タクシー等の事業縮小、撤退が顕著とな

ってきていることから、地域の実情・ニーズに応じた移動手段の確保や住

民主体の共助交通など、地域の生活交通を維持する取組に対して財政支

援を行うこと。特に、高齢化や人口減少が著しい中山間地域においては、

生活交通として乗合バスではなくタクシーを利用せざるを得ない場合が

あることから、タクシー利用料金の助成をしている地方自治体に対して

特別交付税等の財政支援をすること。 

あわせて、令和３年５月に策定された「第２次交通政策基本計画」に示

すとおり、地域公共交通の維持確保に必要な財源のあり方の検討に早急

に着手すること。 

また、運転手の確保が困難となっていることから、その確保に向けて必

要な支援を行うとともに、バスやタクシーなどへの適用が期待される自

動運転技術について、中山間地域での社会実装が進むよう、国による幅広

い支援を行うこと。 

 

（２）新型コロナの影響等により厳しい経営状況にある地方鉄道に対して、 

その役割が引き続き堅持されるよう、財政支援等抜本的な対策を講ずる

こと。 

特に、第三セクター等地方鉄道路線の経営安定化や安全輸送設備等の

整備に向け、支援制度の充実・強化を図るとともに、十分な予算の確保を

行うこと。 

地域住民の貴重な移動手段となっているＪＲローカル鉄道についても、

国鉄改革時の経緯を踏まえ、適切に維持できるよう、ＪＲ会社法の大臣指

針に基づき、西日本旅客鉄道株式会社を指導すること。 

あわせて、鉄道ネットワークの維持が国土発展や産業振興の礎である

ことを認識し、税財源の確保を含め、国としてその維持に積極的に関与す
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るとともに、鉄道ネットワークの方向性をはじめ、ＪＲの内部補助の考え

方を含めたネットワーク維持に係る法的枠組などを、国の責任において

明確化すること。 

また、「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する

検討会」の提言にしたがって、特定線区再構築協議会（仮称）制度を創設

するに当たっては、廃止ありき、存続ありきという前提を置かず国が中立

的な立場で関与する仕組みとなるよう適切に制度設計を行うとともに、

実際に協議会を設置することが廃線と同義とならないよう、画一的な基

準によることなく、沿線地域の声を聞きながら、慎重に行うこと。 

さらに、鉄道事業者の届出のみにより事業廃止や運行計画の変更がで

きる現行の鉄道事業法制度について検証し、鉄道事業の廃止や運行計画

の変更手続きが沿線地域の意向を尊重したものとなるよう、手続の見直

しを行うこと。 

同提言に記載のある合意された取組を実現する手段等について、その

持続可能性が最も高いものとなるよう、「取組を実現する場合の財政的支

援」と「新たな輸送サービス形態としてＢＲＴ、バス等の導入が適当との

結論に至った場合にＪＲ各社がその持続的な運行及び利便性の確保に最

大限の協力を行うべきこと」、「上下分離方式を選択した場合は特に財政

支援を強化すること」を法律等で担保すること。 

 

（３）離島航路の維持に必要な支援制度の充実・強化を図ること。 

また、SOx規制強化や、世界的な原油価格高騰に伴う燃料価格の上昇に

より影響を受ける船舶等の公共交通機関に対して、必要な財政支援を講

ずること。 

 

 

６ 地方空港への航空路線網の維持・拡充 

 

（１）新型コロナウイルスの感染拡大等により、落ち込んでいる航空需要の

回復に向けた、地方空港の航空路線網の維持のための取組に対し、支援

を行うこと。特に、首都圏をはじめとする大都市圏と地方とを結ぶ航空

路線網の確保により、利便性と流動性を高め、観光振興や産業振興によ

り地方経済の再生可能な環境を整備すること。 

 

（２）今後、期待される海外のインバウンド需要を取り込めるよう、地方空
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港の国際線の復活に向けた支援を行うとともに、その段階においては、

水際対策が重要となることから、国の責任において地方空港における検

疫体制の充実・強化を図ること。 

また、先般、訪日誘客支援空港の制度の対象となる地方空港が認定され、

コロナ禍を乗り越え、国際線の順次再開を図るためには、健康・医療検疫

の人員確保や検査体制の整備等が必要であり、国として検疫体制の再整

備を早急に行うとともに、地方空港が取り組む航空路線網の拡充に対す

る支援としての着陸料・停留料やグランドハンドリング費用等への補助

等、訪日誘客支援空港に対する支援を拡充すること。 

加えて、訪日外国人旅行者の地方への周遊性を高めるため、大都市圏

及び国際空港から地方空港への乗り継ぎを含めた航空ネットワークを構

築するとともに、地方空港における訪日外国人旅行者の受入環境の一層

の充実を図ること。 

 

 

７ 港湾の整備促進等 

 

（１）中国地方における産業の国際競争力強化に資する物流基盤の充実を図

るため、国際拠点港湾及び重要港湾の整備拡充を図るとともに、緊急かつ

円滑に港湾整備を促進すること。 

 

（２）大型船舶による資源等の一括大量輸送を可能とすることで低廉かつ安

定的な輸送を実現することにより、瀬戸内地域の産業全体の競争力強化、

ひいては、我が国産業全体の底上げに資するため、国際バルク戦略港湾選

定港の施設整備、国負担割合の嵩上げ及び諸規制の緩和等を、地方の意見

や実情に十分配慮しながら計画的に推進するとともに、すべての国際バ

ルク戦略港湾選定港を「特定貨物輸入拠点港湾」に指定し、支援措置の拡

充を図ること。 

 

（３）北東アジアゲートウェイとしての役割を担う日本海側港湾の機能強化

は、我が国の国際競争力の強化及び観光立国の実現に寄与することが期

待され、特に日本海側における国内海上輸送網の整備は、中国地方の物流

の効率化や瀬戸内地域のリダンダンシーの確保などが期待される。 

ついては、中国地方の産業競争力の強化に大きな役割を果たす日本海

側拠点港の機能充実・強化を図ること。 
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（４）クルーズ船の寄港は、インバウンドによる地域経済への大きな効果を 

もたらすことから、観光・交流の拠点としての港湾機能の強化が不可欠で

ある。 

ついては、クルーズ船の受入や港湾における観光・交流の拠点機能強化

を図るため、港湾へのアクセスの充実強化とともに、ターミナル整備や旅

客の円滑な受入のための環境整備等ハード・ソフト両面における取組を

推進すること。併せて、国において国際クルーズ船受入の前提となる健

康・医療検疫体制を早急に構築すること。 

また、来年度の国際クルーズ計画の実現を図るため、年内にも国際クル

ーズの再開見込みを公表するとともに、各港湾管理者が取り組む感染拡

大防止対策の支援を行うこと。 

 

（５）我が国の輸出入の 99.6％を取り扱う物流拠点であり、かつ様々な企業

が立地する産業拠点である港湾において、水素・アンモニア等の次世代エ

ネルギーの大量輸入、貯蔵・利活用等、脱炭素化に配慮した港湾機能の高

度化及び臨海部産業との連携等を通じて温室効果ガスの排出を全体とし

てゼロにする「カーボンニュートラルポート（CNP）」を形成する必要があ

る。 

ついては、各港湾管理者が「カーボンニュートラルポート形成計画」を

策定する際の支援、協力を行うこと。 

 

 

８ デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタルインフラの整備 

 

デジタル技術の活用により、地域の個性を活かしながら地方を活性化し、

持続可能な経済社会を実現する「デジタル田園都市国家構想」は地方が主役

である。構想実現のために、次の項目について強く要望する。 

 

（１）すべての住民が超高速インターネットにアクセスできる環境（光ファイ

バ網）整備が必要であるが、過疎地域の市町村においては、利用者が見込

めないことから整備に未着手の地域も残されており、こうした地域にお

ける整備を着実に進めるため、支援制度の拡充について取り組むこと。 

   特に、未整備地域が多く残されている離島については、「海底ケーブル

の敷設」による財源面のハードルがなお高いことから、支援制度の一層の
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拡充を図ること。 

さらに、先んじて光ファイバ網の整備を進めた自治体では、通信機器の

更新及び維持管理に膨大な費用を要するため、その更新が滞らないよう、

財政支援制度の創設・拡充を図ること。 

 

（２）携帯電話（４Ｇ）の不感地区は、事故発生時の緊急対応など命に関わる

問題である。非居住エリアも含め、あまねく日本全国で利用できる通信環

境の整備（不感地区の解消）を携帯電話事業者の協力のもと国の責任で進

めること。 

 

（３）５Ｇの基地局整備については、2023年度に人口カバー率を 95％に引き

上げるとの計画が示されたが、都市部に比べ地方部の整備が遅れている。

人口カバー率のみでは捕捉できない地域のニーズも踏まえ、地域ごとの

整備率の目標を明示した上で、地方部においても、都市部に遅れることな

く、国主導で整備を進めること。 

 

（４）地上デジタル放送の共聴施設等の補修・更新に係る負担も大きいこと 

から、必要な財政的支援を行うこと。 

 

（５）「電気通信事業法の一部を改正する法律」の成立により、光ファイバ等

の有線ブロードバンドサービスがユニバーサルサービスに位置づけられ、

新たな交付金制度により支援が実施されることとなる。ユニバーサルサ

ービス制度の導入に向けて、スケジュールを明確にした上で速やかに実

施するとともに、新たな交付金制度においては、設備等の維持管理費のみ

ならず、拡充する場合の整備費についても支援対象経費とすること。なお、

公設で整備した施設への支援として、運営や機能向上のための設備投資

等に対して新たな交付金制度と同等の支援が適用されるよう、制度の創

設を検討すること。また、携帯電話等の無線ブロードバンドサービスにつ

いては、維持管理費について有線ブロードバンドサービスと同等の支援

制度を創設するとともに、整備の促進に向けた支援制度の拡充を行うこ

と。 
 

（６）日本海側の海底ケーブルのミッシングリンクを解消するとともに、中国

地方を含めた地方に陸揚局、インターネットエクスチェンジ（IX）等を整

備し、地方の通信環境向上のための「デジタル田園都市国家スーパーハイ
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ウェイ」を早期に実現すること。 

 

 

９ 新電力の事業撤退による影響への対策 

 

  燃料費価格の高騰や、卸電力市場の価格高騰などを背景として、新電力

が事業から撤退、倒産する例が相次ぎ、これらの新電力から電気の供給を

受けていた事業者は、大手電力を含め小売電気事業者のいずれとも電気の

受給契約交渉が成立しないなど、不安定な状態に置かれている。 

  このような状況の一日も早い改善に向け、以下の項目について強く要望

する。 

 

（１）小売電気事業者の事業の休廃止や、それに伴う新たな供給先への切替

えについて、需要家保護の観点から、電力の小売営業に関する指針の見

直しや、その他必要な措置を講ずること。 

 

（２）制度の本来の目的を超えて最終保障供給に依存することなく、社会的

に公正妥当な料金水準で新たな供給先へ円滑に切替えが進むよう、必要

な施策を講ずること。 

 

（３）電力の供給力に十分な余裕がないことが要因の一つとなっていると見

られることから、電力システム全体の中で安定供給や調整力が十分に確

保されていくよう施策を講ずること。 

 

（４）また事態は燃料費価格の高騰に端を発していることから、状況の早期

の打開のため、発電燃料の安定的な確保・供給についても国として十全

な対策を講ずること。 

 

（５）このたびの事態を含め、卸電力市場の価格高騰などに起因する電気料

金の上昇により、中小企業の経営への影響が生じていることから、これ

を緩和するための対策を講ずること。 

 

 

10 ヒアリ等の対策の推進 

 

（１）毒性の強い特定外来生物のヒアリやアカカミアリ等の国内定着の防止

に向け、国は関係省庁の連携により、侵入初期段階での立入検査を含む徹

底防除及び拡散防止のための追跡調査等の対策について、強力なリーダ
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ーシップを発揮し、主体的かつ積極的にこれを実施すること。 

 

（２）海外からの輸送中における調査や駆除など、国内の港湾等へ貨物を陸 

揚げする以前に防除措置を行う体制の整備をすること。 

 

（３）海外のヒアリ等の定着国のうち、日本との定期貨物航路等を有する国 

に対し、当該国内における防除対策及び貨物輸出の際の点検、駆除等の徹

底について、強く要請すること。 

 

（４）令和４年５月に成立した法改正により、都道府県で必要となる費用に

ついて、国において十分な予算措置を講じた上で、多角的かつ柔軟な財

政支援を実施すること。 

 

（５）従前から国において防除等を実施している事案については、法改正後

も国において防除を継続すること。 

 

 

  令和４年 10月 21日 

 

 

                  中 国 地 方 知 事 会 

 

                   鳥取県知事 平 井 伸 治 

                   島根県知事 丸 山 達 也 

                   岡山県知事 伊原木 隆 太 

                   広島県知事 湯 﨑 英 彦 

                   山口県知事 村 岡 嗣 政 


